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The purpose of this paper is to consider the supporting activities of law firms and accounting 
firms in assisting start-ups and growing companies in Silicon Valley. I performed the interviews and 
literature reviews of two law firms and two accounting firms whose major works are the support of 
start-ups and growing companies. As a result, I picked up the following three points. Firstly, in Silicon 
Valley, many lawyers and CPAs, who have a lot of experiences and expertise in supporting start-ups 
and growing companies, are trying to support those companies aggressively. Secondly, with regard to 
compensation, they, especially law firms, sometimes offer discounts and fee deferrals to promising 
start-ups. Thirdly, through their wide and deep networks in Silicon Valley, they introduce 
professionals who may take executive or employee positions, VCs, angels and other professionals. 
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 2 ．法律事務所の支援状況 
シリコンバレー地域の法律事務所の中から、スタートアップ企業と成長企業に関連した業務で全米で
も最大級の規模である Wilson Sonsini Goodrich & Rosati の Palo Alto オフィスと、スタートアップ企
業および成長企業の支援を中心に経験豊富な弁護士が集まった中堅法律事務所である GCA Law 
Partners LLP の 2 つを選択し、その活動状況をインタビューと文献調査をもとにまとめていく。 
 
 2 ．1 Wilson Sonsini Goodrich & Rosati（以下 WSGR と記載する。）Palo Alto オフィス１） 






オフィスが WSGR の本部となっている２）。 
（ 2 ）歴史 
1961年に McCloskey、Wilson & Mosher という名称でパロアルトにおいて設立され、その後パート
ナーの退職や新規加入等もあり、1978年から現在の名称となった。1998年から支店の設置を開始し、
2010年12月現在、ニューヨーク、ワシントン DC、テキサス、シアトル、サンフランシスコ、サンデ
ィエゴ、香港、上海の 8 か所に拠点を持っている。すべての拠点を含めた弁護士数は約650名である。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業に対する支援体制 




どをまとめた Life Science Report や、非公開企業の資金調達の情報をまとめた The Entrepreneur 
Report などを四半期ごとに発行し、クライアントへの情報提供も行っている。さらにクライアント
企業に対する各種セミナーも開催している。 












約締結後 1 年間かどちらか早いタイミングまで、といった基準を設定することが多くなっている４）。 
 ③ その他 
スタートアップ企業に対して、ベンチャーキャピタルやエンジェルの紹介など資金調達の支援を
したり、必要に応じて会計事務所やコンサルタントなどを紹介することもある。また、2004年から
WSGR の Alumni Net Work を結成しており、OB や OG に対するセミナーの開催や最新の情報提供
を行うことによって彼らとの関係を強化し、クライアントの紹介を受けたり逆に Alumni を General 
Counsel（法担当役員）としてクライアントに紹介したりすることもある５）。 
さらに、1961年にクライアント企業に投資６）をする WM Investment Company を設立している。
現在は名称を変更し、WS（Wilson Sonsini の略称）Investment Company となっており、代表者は
パートナーである Mario Rosati 氏である８）。出資者は WSGR のパートナー全員と一部のアソシエ
イトであり、クライアントとなっている企業に対して、直接、あるいはベンチャーキャピタルファ
ンドを経由して間接的に投資を行っている。1 社に対する投資は、持株比率では 0 ～ 2 ％程度、投資
金額では25,000US$～50,000US$程度を基準にしている９）。 
 
 2 ．2 GCA Law Partners LLP 10） 
（ 1 ）オフィスの概要 






（ 2 ）歴史 
GCA Law Partners LLP の設立は1988年である。今回のインタビューに対する回答者である中川リ
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リアン氏11）は2005年から、また島崎直樹氏12）は2009年からいずれもパートナーとして参画している。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 














 ② 報酬体系 
スタートアップ企業に将来性があると判断した場合は、それらの企業に対する報酬の請求額を立
ち上げ時点から一定期間は低めに設定したり、資金調達のタイミングまで支払いを猶予することが
ある。また、GCA では行ってはいないが、2000年前後の IT バブルの頃は、一部のシリコンバレー
地域の法律事務所が報酬の対価として株式やストックオプションを受け取る例もあった。ただ、こ
のようなことはシリコンバレー以外の地域では従来からあまりおこなわれてはおらず、最近はシリ








 2 ．3 小括 
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ー業界に関連する法律改正や資金調達の状況などをはじめとする情報提供も活発に行っている。 
また、報酬については、将来性があると判断した場合は、一定期間のディスカウントや資金調達まで




家をスタートアップ企業に紹介することもある。また WSGR は Alumni 組織を作り、クライアントの




 3 ．会計事務所の支援状況 
 4 大会計事務所の中から、Ernst & Young の San Jose オフィスと PricewaterhouseCoopers の San 
Francisco & San Jose オフィスを選択し、その活動状況をインタビューと文献調査をもとにまとめて
いく。 
 
 3 ．1 Ernst & Young（以下 EY と略称で記載する。）San Jose オフィス17） 
（ 1 ）オフィスの概要 
サンノゼオフィスには CPA と間接部門を含めて約650名が在籍しており、クライアントの中心は







（ 2 ）歴史 
EY の母体となった Ernst & Ernst は1903年にオハイオ州クリーブランドにおいて、また Arthur 
Young は1895年にカンザスシティにおいてそれぞれ設立されている。その後1979年に Ernst & Ernst
が合併によって Ernst & Whinney となり、さらに1989年に Arthur Young と合併して EY が設立され
ている。もともとベンチャー企業の支援に積極的で、テクノロジー関連企業に強かったのは Arthur 
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（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 
 ① 提供しているサービスの内容 
提供しているサービスの内容は、監査、税務、内部監査、SOX 法への対応、その他アドバイザリ
ーサービスなど、EY の他のオフィスや他の大手会計事務所と比較して大きな違いはない。ただ、





 ② 報酬体系 
EY の報酬体系をもとにクライアントに対して請求することが通常である。 
 ③ その他 
San Jose オフィスとして、シリコンバレー地域での人のネットワーク構築をかなり奨励している。
一定のポジションの方と定期的にコンタクトを取るように、という方針のもとで、ランチや勉強会









さらに、EY は約20年前から、グローバルな賞として Ernst & Young Entrepreneur Of The Year 
® Award を設定し、毎年モンテカルロで表彰を行っている。この賞に対する San Jose 地域での関心
も比較的高くなっている。 
 
 3 ．2 PricewaterhouseCoopers（以下 PWC と記載する。） San Francisco & San Jose オフィス19） 
（ 1 ）オフィスの概要 
San Francisco オフィスと San Jose オフィスには、それぞれ間接部門まで入れて約1,000名が在籍し
ている。San Francisco オフィスは、Financial Service（金融業界担当）、EPS（一般消費者向けのエ
ンターテイメントなどの担当）、TICE（テクノロジー企業担当）、PCS（非公開企業担当）、Other（シ
ステムや M&A などのコンサルティング担当）に分かれており、そのうち最初の4部門では、監査と税
務の業務を担当している。San Jose オフィスは TICE 部門が中心となっており、主なクライアントと
して Yahoo や Cisco Systems などがある。スタートアップ企業やベンチャーキャピタルについては、
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主に San Jose オフィスが担当しているが、クライアントとの人間関係の強さによって San Francisco
オフィスが担当することもある。 
（ 2 ）歴史 
PWC の母体となった Price Waterhouse は1850年に英国ロンドンにおいて設立され、1890年にニュ
ーヨークオフィスを開設して米国へ本格的に進出し規模拡大を図ってきた。一方でもう一つの母体であ
る Coopers は、Lybrand, Ross Bros. & Montgomery として1898年にペンシルバニア州フィラデルフ
ィアにおいて設立され、1957年に英国の会計事務所である Coopers Bros. &Co., と合併し Coopers & 
Lybrand International となっている。その後1998年に両社が合併して PricewaterhouseCoopers が設
立されている。サンフランシスコオフィスは、Lybrand, Ross Bros. & Montgomery が1924年に Klink, 
Bean & Co., との合併に伴って開設している20）。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 







 ② 報酬体系 
PWC の報酬体系をもとにクライアントに対して請求することが通常であるが、サンノゼオフィス
では、2010年からクライアントを選別したうえで、一定期間報酬を低くして支援するような ESS
（Emerging Supporting Service ）というスタートアップ企業を支援する仕組みを立ち上げている。 






 3 ．3 小括 
EY の San Jose オフィス、また PWC の San Francisco & San Jose オフィスのいずれにも、テクノ
ロジー企業を専門に担当する CPA が数多く所属しており、クライアントに対して、新しい会計処理や
税務の動向などをはじめとする情報提供も活発に行っている。中でも EY はテクノロジー企業のグロー
バルな組織の本部を San Jose オフィスの中に設置して、その組織とクライアントに対応する CPA が
連携することによって、レベルの高いサービスを提供している。 
また、報酬については、これまではスタートアップ企業や成長期の企業に対して特別な対応をするこ
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とはなかったようであるが、PWC が、特定のスタートアップ企業に対して一定期間報酬を抑えて支援







 4 ．まとめ 
本論文では、シリコンバレー地域における法律・会計専門家のスタートアップ企業および成長企業に
対する支援状況について、インタビューと文献研究をもとにまとめてきた。その結果をもとにすると、
以下の 3 つの特徴的な点を抽出することができる。 
まず 1 つめは、スタートアップ企業および成長期の企業の支援について経験が豊富で業務に精通し
ている会計・法律専門家が数多くおり、またその支援を積極的におこなっていることである。積極的に
















































 1 ）Wilson Sonsini Goodrich & Rosati の Palo Alto オフィスの状況については、2010年12月 8 日午後12時10分か
ら 1 時20分にかけて同 Palo Alto オフィスにおいて行われたパートナーの多久洋一郎氏とのインタビュー、ま
た2010年12月27日午後17時30分から18時にかけて同氏との間で行われた電話インタビューおよび文献調査の
結果に基づいている。 
 2 ）2010年の FTI コンサルティングサーベイによる企業向け法律事務所のランキングでは、WSGR は全米で17位
にランクされている。 
 3 ）WSGR のホームページ（2010年12月10日現在）には、US 企業の IPO に対する助言数、テクノロジー企業の
M&A 案件の助言数、代表訴訟に対する企業側の代理人担当数の面でいずれもトップであると掲載されている。 




 5 ）WSGR の Alumni Network には、2010年12月10日時点では約1,750名の登録者がいる。 
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 6 ）法律事務所がクライアントの株式を保有した事例としては、2003年 1 月に破綻した Brobeck Phleger & 
Harrison（サンフランシスコが元々の拠点であり、WSGR の以前の競合事務所の 1 つ。） の事例がある。当事
務所は1926年に設立され、Wells Fargo など優良クライアントをいくつも抱えていたが、1990年代後半から
Cisco Systems をはじめとするハイテク企業の業務にフォーカスし、収益の急速な拡大に合わせて弁護士数や
オフィス、TV 広告などの経費を急拡大させた結果、IT バブル 7 ）の崩壊によって収益が急速に減少し、破綻
してしまった。その拡大時期に、ハイテク企業から現金報酬の代わりに株式を受け取ることが多く、IT バブル
崩壊によってそれらの価値がほとんどなくなってしまい、これが破綻の要因の 1 つになったとも言われている。 
 7 ）IT バブルの時期に、Technology-heavy NASDAQ Index は、2000年 3 月10日に5,132.52US$の最高値をつけ、
約 2 年半後の2002年10月10日には1,108.49US$と約 5 分の 1 まで暴落している。 
 8 ）Rosati 氏は「株式保有が法律上のアドバイスや判断に影響を与えるかもしれないという見方をさけるために、
意識して株式保有は少額にとどめている」と述べているが、一方で少額であっても、法律事務所のクライアン
トに対する投資は弁護士とクライアントの関係をゆがめるという批判もある。（Neidorf, 1999） 
 9 ）過去 IPO 前の Google にも投資し、かなりのリターンが出たこともあるとのことである。 





12）島崎直樹弁護士は、Morrison & Foerster LLP（2008年時点での所属弁護士数は約1,100名）のパロアルトオフ











買収された You-Tube や Facebook などでも訴訟問題に発展している。 










17）Ernst & Young San Jose オフィスの状況については、2010年11月12日 AM11時から12時30分にかけて同 San 
Jose オフィスにおいて行われた三木拓人氏とのインタビューおよび文献調査に基づいている。 
18）Ernst & Young 以外の 4 大会計事務所に所属する CPA の話によると、Ernst & Young はシリコンバレー地域
への進出が早かったこともあり、この地域の有名企業の半分程度をクライアントにしている、とのことである。 
19）PricewaterhouseCoopers の San Francisco & San Jose オフィスの状況については、2010年11月 1 日 AM14時
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